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IT・エレクトロニクスの活用による地域活性化に向けた取り組み事例

13 01 Akisai（秋彩）
 ■富士通（株）→導入先：旭酒造（株）【山口県】

14 02 農業ICTシステム
 ■日本電気（株）→導入先：①こまつ・アグリウエイプロジェクト【石川県】②宮崎県立高鍋農業高等学校【宮崎県】

15 03 農業ICTクラウドサービス・アグリネット
 ■日本電気（株）→導入先：佐賀県武雄市 JAさが【佐賀県】

16 04 産地育成型営農支援システム
 ■NECソリューションイノベータ（株）→導入先：三重県【三重県】

17 05 五農校アグリコミュニティ
 ■（株）日立製作所→導入先：青森県立五所川原農林高等学校【青森県】

18 06 栽培条件最適化および栽培環境制御システム
 ■パナソニック（株）→導入先：パナソニック（株）AVCネットワークス社 福島工場【福島県】

19 07 生産物流トレーサビリティと災害時支援物資供給を両立させるコマース基盤
 ■（株）大和コンピューター→導入先：袋井市【静岡県】

20 08 獣医カルテシステム（端末）
 ■パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー北海道社
 　→導入先：北海道農業共済組合連合会、十勝農業共済組合【北海道】

21 09 空き工場や製造業の技術を活用した「モデル植物工場」
 ■あきた植物工場実証コンソーシアム［（株）フィデア総合研究所、横手精工（株）、
 　TDK（株）、秋田県立大学、秋田県農業試験場、秋田県産業技術センター］【秋田県】

22 10 施設園芸環境計測システム
 ■北陸電気工業（株）→導入先：北信越地区園芸ハウス【北信越諸県】

23 11 ■北原電牧（株）【北海道】

 12 ■（株）イソップアグリシステム【北海道】

 13 ■やまと興業（株）【静岡県】

 14 ■（株）内子フレッシュパークからり【愛媛県】

24 15 ■（株）コムテック【宮崎県】

 16 ■（株）エルム【鹿児島県】

 17 ■そうえん農場【新潟県】

 18 ■（有）とまとランドいわき【福島県】

 19 ■ウォーターセル（株）【全国】

41 43 地域包括ケア支援自治体クラウドシステム
 ■（株）日立製作所、（株）日立産業制御ソリューションズ、（株）日立メディコ【茨城県】

42 44 つくば小児アレルギー情報ネットワーク
 ■日本電気（株）→導入先：筑波メディカルセンター病院などつくば保健医療圏周辺の医療機関【茨城県】

43 45 メディカルリンク
 ■オムロンヘルスケア（株）、オムロンコーリン（株）
 　→導入先：一般社団法人おきなわ長寿復興・医療イノベーション研究所【沖縄県】

44 46 高齢者向けクラウド型生活支援サービス
 ■NECソリューションイノベータ（株）東北支社→導入先：仙台市内の高齢者宅【宮城県】

45 47 訪問介護ルート最適化サービス
 ■日本アイ・ビー・エム（株）、ちばぎんコンピューターサービス（株）
 　→導入先：セントケア・ホールディング（株）【千葉県】

46 48 AEDリモート監視システム
 ■日本光電工業（株）→導入先：学校、交通機関、商業施設等【沖縄県をはじめ全国各地】

47 49 テレビみまもりサービス
 ■シャープ（株）→導入先：全国電機商業組合連合会加盟の地域電機店【全国】

48 50 SiC MOSFETアレイによる高電圧半導体スイッチモジュール
 ■（独）科学技術振興機構JST京都地域スーパークラスタープログラム、ローム（株）、（株）京都ニュートロニクス
 　→設立：福島SiC応用技研（株）【福島県】

49 51 高色忠実色再現技術による遠隔医療システム
 ■静岡大学イノベーション産学連携機構、ノブオ電子（株）、（有）パパラボ、JEITA／DD（ディスプレイデバイス）部会
 　→導入先：医療機関【全国各地／主に離島・僻地など】

50 52 ■リプト（株）【全国】

 53 ■（株）ワイズ・リーディング【全国】

26 20 スマートフォンによる消費喚起型周遊モデル 『びわ探』
 ■富士通（株）、（株）富士通システムズ・ウエスト→導入先：公益財団法人びわこビジターズビューロー【滋賀県】

27 21 オープンデータで地域をつなぐ観光クラウド
 ■（株）富士通システムズ・イースト→導入先：公共団体、旅行会社、レンタカー会社など【全国】

28 22 SNSとアプリの融合による観光クラウドサービス
 ■日本電気（株）、NECソリューションイノベータ（株）NEC九州支社→導入先：福岡市【福岡県】

29 23 伊勢旅バリフォン
 ■沖コンサルティングソリューションズ（株）
 　→導入先：特定非営利活動法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンター【三重県】

30 24 案内ソリューション
 ■NECソリューションイノベータ（株）
 　→導入先：東京都江東区、ザ・コーポレートゲームズ 東京2014 実行委員会【東京都】

31 25 ライトアップシステム
 ■パナソニックシステムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー関西社
 　→導入先：奈良県新公会堂（奈良県まちづくり推進局奈良公演室、奈良県道路管理課）【奈良県】

32 26 次世代エネルギー等を活用した市民サービス
 ■富士通(株)→導入先：薩摩川内市【鹿児島県】

33 27 ICT街づくり
 ■日本電気（株）→導入先：久米島町【沖縄県】

34 28 ワンウェイ型カーシェアリングシステム「チョイモビ ヨコハマ」
 ■（株）日立製作所→導入先：横浜市【神奈川県】、日産自動車（株）

35 29 地域・小規模校における教育でのICT利活用
 ■（株）富士通→導入先：徳島県三好市立下名小学校【徳島県】

36 30 住宅建材物流効率化システム
 ■日本電気（株）→導入先：工務店、住宅建材メーカー、物流会社、施工現場【東北エリア】

37 31 海外旅行者サポートシステム
 ■シャープ（株）→導入先：鳥取県【鳥取県】

 32 ■花ホテル滝のや【福島県】

 33 ■（株）陣屋【神奈川県】

38 34 ■能登スマート・ドライブ・プロジェクト協議会【石川県】

 35 ■玉城町【三重県】

 36 ■（株）ipoca【東京都】

 37 ■駒ヶ根市【長野県】

39 38 ■山田町特産品販売協同組合【岩手県】

 39 ■ (株)いわきテレワークセンター【福島県】

 40 ■つくば市【茨城県】

 41 ■（株）学書【愛知県】

 42 ■（株）シュアール【神奈川県】
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IT・エレクトロニクスの活用による地域活性化に向けた取り組み事例
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地方経済を支えるIT・エレクトロニクス企業の実例

59 61 東松島市沿岸津波監視システム
 ■パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー東北社
 　→導入先：東松島市【宮城県】

60 62 敦賀市河川カメラ設置事業
 ■パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー北陸社
 　→導入先：嶺南ケーブルネットワーク（株）【福井県】

61 63 神奈川県防災行政通信網
 ■三菱電機(株)→導入先：神奈川県【神奈川県】

62 64 防災情報システム
 ■日本電気（株）→導入先：藤沢市総務部防災担当【神奈川県】

63 65 水防・砂防システム
 ■日本電気（株）→導入先：千葉県河川環境課【千葉県】・高知県砂防課【高知県】

64 66 盛岡市災害情報連携システム
 ■日本アイ・ビー・エム（株）→導入先：盛岡市役所【岩手県】

65 67 情報・通信連携による防災・減災情報提供システム
 ■日本ソフトウェアエンジニアリング（株）、富士通ネットワークソリューションズ（株）→導入先：塩尻市【長野県】

66 68 消防救急デジタル無線不感地帯用衛星通信システム
 ■日本無線（株）→導入先：高梁市消防本部【岡山県】

67 69 よなごスマートライフ・プロジェクト推進事業における防災・減災 EMS蓄電システム
 ■古河電工（株）→導入先：（株）中海テレビ放送、NTTコミュニケーションズ（株）、
 　　　　　　　　　　　　国立米子工業高等専門学校【鳥取県】

68 70 水道施設の遠隔監視システム
 ■アズビル（株）→導入先：土佐町役場【高知県】

69 71 街角見守りセンサーシステム
 ■パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズカンパニー北海道社
 　→導入先：岩見沢市【北海道】

70 72 独立電源型街路灯システム
 ■日本ケミコン（株）、スタンレー電気（株）、（株）タムラ製作所、高島（株）、（株）榎本弘之建築研究所
 　→導入先：佐渡市トキ交流会館、東京農工大ほか

52 54 地域エネルギー管理システム
 ■（株）東芝→導入先：石巻市【宮城県】

53 55 スマートシティ会津若松
 ■富士通（株）、東北電力（株）、昭和リース（株）、富士電機（株）、会津若松市【福島県】

54 56 都市ガスの安定供給を支える操作性を徹底追求した基地監視制御システム
 ■アズビル（株）→導入先：九州ガス圧送（株）大牟田工場【熊本県】

55 57 メガソーラー遠隔監視システム
 ■シャープ（株）→導入先：シャープ苫小牧第一太陽光発電所、
 　　　　　　　　　　　シャープ苫小牧第二太陽光発電所などメガソーラー発電所【北海道】

56 58 太陽光発電システムの活用による自立型エネルギー供給体制の構築
 ■（株）東芝太陽光発電システム推進部→導入先：地方自治体、一般社団法人等
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【東北地方の沿岸部（東日本大震災の被災地）】

 59 地産地消型需要家PPS向けシステム
 ■三菱電機（株）、（株）F-Power、鹿角市【秋田県】　

57 60 寒冷地での電気式温水ヒートポンプの活用による路面融雪
 ■三菱電機（株）→導入先：寒冷地区の集合住宅・非居住施設の駐車場等【東北・北海道など寒冷地】

75 77 アルプス電気株式会社【宮城県】 ◆電気・電子部品
 ◎東北を拠点に、地域に密着した事業展開

76 78 アルパイン株式会社 いわき本社【福島県】 ◆カーエレクトロニクス
 ◎地域と共に歩み、グローバルビジネスを展開

77 79 日本航空電子工業株式会社、弘前航空電子株式会社【青森県】 ◆電子部品
 ◎電気や水など工業用エネルギー豊富な弘前市にあるコネクタ主要生産拠点

78 80 日本航空電子工業株式会社、山形航空電子株式会社【山形県】 ◆電子部品
 ◎「ものづくりマイスター」社員が、高校・団体への「技能検定」受検指導

79 81 KOA株式会社【長野県】 ◆電気部品
 ◎創業の精神は「地元で家族と暮らしながら働けること」

80 82 TDKラムダ株式会社 長岡テクニカルセンター【新潟県】 ◆電源製品
 ◎新潟・長岡市創業の地、TDKグループの電源開発ネットワークの中核拠点

81 83 株式会社福井村田製作所【福井県】 ◆電子部品
 ◎地元越前焼きの伝統技術を電子部品に応用した、地元を愛する企業

82 84 パナソニック株式会社 回路部品事業部 森田【福井県】 ◆電子部品
 ◎最先端技術と超小型ものづくりで世界トップレベルの抵抗器を開発

83 85 ニチコン株式会社、ニチコン大野株式会社、ニチコン大野株式会社 第二工場、
 　 ニチコン製箔株式会社 富田工場【福井県】 ◆電子部品
 ◎大野市の豊かな水資源を守り、EV急速充電器設置で市民の利便性にも貢献

84 86 コーセル株式会社 富山【富山県】 ◆電子部品
 ◎創業者の出身地・富山にて、スイッチング電源の国内有数企業に育つ

85 87 北陸電気工業株式会社 本社【富山県】 ◆電気部品
 ◎富山が創業の地、70年以上にわたり産官による雇用創出に尽力

86 88 北陸電気工業株式会社 AD開発本部【富山県】 ◆電気部品
 ◎技術者が小学生に伝える「ものづくりの楽しさ」

87 89 SMK（株）富山事業所【富山県】 ◆電子部品
 　◎本社は東京でも、富山の優れた技に魅かれ富山市に事業所を開設
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71 73 スマートループアイ画像活用
 ■パイオニア（株）→導入先：国土交通省

72 74 カープローブ情報データ活用
 ■パイオニア（株）→導入先：特定非営利活動法人ITS Japan

73 75 ■ NTT西日本、NTTアドバンステクノロジ（株）【岐阜県】
 76 ■パブリッククラウド（PaaS、GIS）【静岡県】
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地方経済を支えるIT・エレクトロニクス企業の実例

59 61 東松島市沿岸津波監視システム
 ■パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー東北社
 　→導入先：東松島市【宮城県】

60 62 敦賀市河川カメラ設置事業
 ■パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー北陸社
 　→導入先：嶺南ケーブルネットワーク（株）【福井県】

61 63 神奈川県防災行政通信網
 ■三菱電機(株)→導入先：神奈川県【神奈川県】

62 64 防災情報システム
 ■日本電気（株）→導入先：藤沢市総務部防災担当【神奈川県】

63 65 水防・砂防システム
 ■日本電気（株）→導入先：千葉県河川環境課【千葉県】・高知県砂防課【高知県】

64 66 盛岡市災害情報連携システム
 ■日本アイ・ビー・エム（株）→導入先：盛岡市役所【岩手県】

65 67 情報・通信連携による防災・減災情報提供システム
 ■日本ソフトウェアエンジニアリング（株）、富士通ネットワークソリューションズ（株）→導入先：塩尻市【長野県】

66 68 消防救急デジタル無線不感地帯用衛星通信システム
 ■日本無線（株）→導入先：高梁市消防本部【岡山県】

67 69 よなごスマートライフ・プロジェクト推進事業における防災・減災 EMS蓄電システム
 ■古河電工（株）→導入先：（株）中海テレビ放送、NTTコミュニケーションズ（株）、
 　　　　　　　　　　　　国立米子工業高等専門学校【鳥取県】

68 70 水道施設の遠隔監視システム
 ■アズビル（株）→導入先：土佐町役場【高知県】

69 71 街角見守りセンサーシステム
 ■パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズカンパニー北海道社
 　→導入先：岩見沢市【北海道】

70 72 独立電源型街路灯システム
 ■日本ケミコン（株）、スタンレー電気（株）、（株）タムラ製作所、高島（株）、（株）榎本弘之建築研究所
 　→導入先：佐渡市トキ交流会館、東京農工大ほか

52 54 地域エネルギー管理システム
 ■（株）東芝→導入先：石巻市【宮城県】

53 55 スマートシティ会津若松
 ■富士通（株）、東北電力（株）、昭和リース（株）、富士電機（株）、会津若松市【福島県】

54 56 都市ガスの安定供給を支える操作性を徹底追求した基地監視制御システム
 ■アズビル（株）→導入先：九州ガス圧送（株）大牟田工場【熊本県】

55 57 メガソーラー遠隔監視システム
 ■シャープ（株）→導入先：シャープ苫小牧第一太陽光発電所、
 　　　　　　　　　　　シャープ苫小牧第二太陽光発電所などメガソーラー発電所【北海道】

56 58 太陽光発電システムの活用による自立型エネルギー供給体制の構築
 ■（株）東芝太陽光発電システム推進部→導入先：地方自治体、一般社団法人等
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【東北地方の沿岸部（東日本大震災の被災地）】

 59 地産地消型需要家PPS向けシステム
 ■三菱電機（株）、（株）F-Power、鹿角市【秋田県】　

57 60 寒冷地での電気式温水ヒートポンプの活用による路面融雪
 ■三菱電機（株）→導入先：寒冷地区の集合住宅・非居住施設の駐車場等【東北・北海道など寒冷地】

75 77 アルプス電気株式会社【宮城県】 ◆電気・電子部品
 ◎東北を拠点に、地域に密着した事業展開

76 78 アルパイン株式会社 いわき本社【福島県】 ◆カーエレクトロニクス
 ◎地域と共に歩み、グローバルビジネスを展開

77 79 日本航空電子工業株式会社、弘前航空電子株式会社【青森県】 ◆電子部品
 ◎電気や水など工業用エネルギー豊富な弘前市にあるコネクタ主要生産拠点

78 80 日本航空電子工業株式会社、山形航空電子株式会社【山形県】 ◆電子部品
 ◎「ものづくりマイスター」社員が、高校・団体への「技能検定」受検指導

79 81 KOA株式会社【長野県】 ◆電気部品
 ◎創業の精神は「地元で家族と暮らしながら働けること」

80 82 TDKラムダ株式会社 長岡テクニカルセンター【新潟県】 ◆電源製品
 ◎新潟・長岡市創業の地、TDKグループの電源開発ネットワークの中核拠点

81 83 株式会社福井村田製作所【福井県】 ◆電子部品
 ◎地元越前焼きの伝統技術を電子部品に応用した、地元を愛する企業

82 84 パナソニック株式会社 回路部品事業部 森田【福井県】 ◆電子部品
 ◎最先端技術と超小型ものづくりで世界トップレベルの抵抗器を開発

83 85 ニチコン株式会社、ニチコン大野株式会社、ニチコン大野株式会社 第二工場、
 　 ニチコン製箔株式会社 富田工場【福井県】 ◆電子部品
 ◎大野市の豊かな水資源を守り、EV急速充電器設置で市民の利便性にも貢献

84 86 コーセル株式会社 富山【富山県】 ◆電子部品
 ◎創業者の出身地・富山にて、スイッチング電源の国内有数企業に育つ

85 87 北陸電気工業株式会社 本社【富山県】 ◆電気部品
 ◎富山が創業の地、70年以上にわたり産官による雇用創出に尽力

86 88 北陸電気工業株式会社 AD開発本部【富山県】 ◆電気部品
 ◎技術者が小学生に伝える「ものづくりの楽しさ」

87 89 SMK（株）富山事業所【富山県】 ◆電子部品
 　◎本社は東京でも、富山の優れた技に魅かれ富山市に事業所を開設
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 ■パイオニア（株）→導入先：特定非営利活動法人ITS Japan

73 75 ■ NTT西日本、NTTアドバンステクノロジ（株）【岐阜県】
 76 ■パブリッククラウド（PaaS、GIS）【静岡県】
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87 90 SMK株式会社 茨城事業所【茨城県】 ◆電子部品
 ◎事業所内に太陽光発電所を開設し、環境保護及びCO2排出量削減に貢献

88 91 タイコ エレクトロニクス ジャパン合同会社 掛川工場【静岡】 ◆電気部品
 ◎日本のほぼ中心に位置する静岡・掛川に設立したマザー工場

89 92 三菱電機株式会社 静岡製作所【静岡県】 ◆白物家電
 ◎三菱電機感謝祭「サンサンフェスタ」開催など、地元の人たちとの交流も活発

90 93 三菱電機照明株式会社 掛川北工場・掛川南工場【静岡県】 ◆省エネ
 ◎掛川市内で生産しているLED照明で、省エネ普及活動に協力

 94 三菱電機株式会社 中津川製作所【岐阜県】 ◆住宅設備
 ◎「根ノ上高原」の里山保全活動に参加。地域社会との交流や地球環境にも寄与

91 95 株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所
 　 文部科学省、JST センター・オブ・イノベーション(COI)プログラム【兵庫県】 ◆センサー
 ◎神戸発の「心の健康を見守るシステム」

92 96 ホシデン エフ・ディ株式会社【滋賀県】 ◆電子部品
 ◎自然に恵まれた環境で生産する電子部品工場

 97 ホシデン株式会社 大阪本社【大阪府】 ◆電子部品
 ◎関西家電とともに発展してきた総合電子部品メーカー

 98 ホシデン九州株式会社【福岡県】 ◆電子部品
 ◎地元雇用100％で地域経済に貢献

93 99 ソニーセミコンダクタ株式会社 
     熊本テクノロジーセンター（熊本TEC）【熊本県】 ◆電子部品
 ◎地域に向けて積極的人材募集。「使った水を戻す」地下水涵養事業に取り組む

94   100 オムロン リレーアンドデバイス株式会社 本社【熊本県】 ◆電子部品
  ◎従業員の離職率約３％、女性社員は約45%。地域密着型のグローバル企業
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Chapter1

IT・エレクトロニクスの活用による
地域活性化に向けた取り組み事例
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農業
Agriculture日

本
の
農
業
の
未
来
を
担
う

IT 利活用による「農業」の成長産業化では、
センサやクラウド技術を活用した生産性向上や
農作物の品質向上、
サプライチェーン全体の最適化への取組みなどにより、
ビジネスとしての農業の魅力拡大や
食の安心・安全の実現、国際競争力の向上が
見込まれます。
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背 景

2009年、農林水産省監修による全国統一の電子カルテシステム「家畜共済事故低減情報管理（LAC）システム」が始動し、
北海道の多くの組合でも導入が始まった。しかし診療所内デスクトップパソコンでの運用に限られていたため、訪問先で診療
履歴を参照するには、従来通り大量の紙のカルテを持ち歩き、現場で手間暇かけて目的のカルテを探すしかなかった。そこ
で、大規模牛舎を多く抱える十勝農業共済組合では、獣医師が訪問先で診療履歴を参照、入力できるモバイル端末の導入を
検討した。

導入されたパソコンの機種は、パナソニックの TOUGHBOOK 
CF-H2。獣医師が訪問先（牛舎）で持ち運びに便利なハンドル付きで
堅牢仕様。素早く家畜の診療履歴を参照し、電子カルテに入力できる
など、広大な十勝平野を飛び回る獣医師たちを力強くサポートしている。
(A) あらかじめ登録されている主要な患部の図を PC 画面に表示。それ
を下絵にしてデジタイザーペンで線等を描き足すことができる。

(B)指紋センサーで簡単にログイン。入力もキーボードとマウスで効率的。
現場で入力できなかった残りのデータは診療所に帰ってから入力。
「1台二役」で、診療内ではデスクトップ PCに変身。診療データは
毎晩 LAC のサーバに自動送信、朝にはダウンロードが可能で、最
新情報にアクセスできる。

(C) 防滴性能により、水周りでも安心して使用できる。

概 要

獣医カルテシステム（端末）

パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー北海道社
＞導入先：北海道農業共済組合連合会・十勝農業共済組合【北海道】

北海道農業共済組合連合会・十勝農業共済組合では、獣医師が訪問先で診療履歴を参照、
入力できるモバイル端末を導入。全国規模の電子カルテシステムと連動し、
診療所でも訪問先でも、獣医師が手軽にデータを入力、確認できるようになった。
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アピール
ポイント

① 十勝の厳しい冬の寒さに耐えられる。
② 牛舎の糞尿や水のかかる環境に対応可能。
③ アルコールを含む脱脂綿でパソコンのボディの消毒が可能（家畜の感
染防止のためにもアルコール消毒は必須条件）
④ 衝撃に強いこと。
という必須条件をすべてクリア。
導入後は、最新情報を簡単に見ることができるようになり事務負担が軽
減。紙のカルテのペーパーレス化による経費削減も実現した。今後、搭載
カメラを用いて診療現場で撮影した症例をカンファレンスに用いたり、収
集したデータを活用し、組合員へのサービス提供（証明書の発行や掛金
算定など）や、組合の経営効率化のツールとして役立てていくことも検討
されている。

出典：パナソニック ( 株 ) 法人向けHP→PC納入事例
http://panasonic.biz/pc/solution/zirei/tokachi_nosai/index.html

パナソニック株式会社　支店総括企画
〒105-8301 東京都港区東新橋1-5-1 パナソニック東京汐留ビル
Tel.03-3574-5737／Fax. 03-3574-5676
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業
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「観光・サービス」分野でのIT利活用では、
ITやモバイル端末などを積極的に活用することで
業務の生産性向上やサービスの向上につなげています。

「観光・サービス」分野でのIT利活用では、
ITやモバイル端末などを積極的に活用することで
業務の生産性向上やサービスの向上につなげています。
観光地やスポーツイベントなどでは
スマートフォンでバリアフリー情報が閲覧できるなど、
高齢者や障害者にとっても快適なシステム開発に
取り組まれています。

25
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背 景

日本でも有数の観光地である伊勢神宮は、近年ますます賑わいを見せている。中には高齢者や障がいを持つ方など移動
が困難な観光客も多く、さまざまなタイプの移動困難者が無理なく観光できる仕組み作りが大きな課題となっていた。特定
非営利活動法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンターでは、単に神宮の敷地内がバリアフリーになっているというだけでは
なく、さまざまなバリアフリー情報を提供して移動困難者の観光をサポートする必要性を認識していた。

伊勢地区にあるさまざまなバリアの情報を専門員が調査し、クラウド上にあるデータベースサーバーに登録。その情報を
スマートフォンアプリ「伊勢・旅バリフォン」から閲覧できるようにし、さまざまなタイプの障害者・高齢者が利用でき
るようにした。このアプリによって、車いすの移動困難者がバリアフリー経路を検索でき、車椅子での入店が可能な店
舗検索や障害者用の駐車場、トイレ等も検索できる。バリアを無くすのではなく、バリアにどう対応していくかという視
点で情報を活用できるように考えられている。

概 要

伊勢旅バリフォン

沖コンサルティングソリューションズ（株）
＞導入先：特定非営利活動法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンター【三重県】

日本でも有数の観光地・伊勢神宮。高齢者や障がいを持つ方などの移動困難者でも無理なく観光ができるよう、
スマホを活用してバリアフリー情報等を公開する移動支援サービスを提供することで、
今まで観光を諦めていた多くの移動困難者の観光誘致に役立っている。

23

アピール
ポイント

沖電気グループの一員である沖コンサルティングソリューションズ（株）は、各分
野のスペシャリストが集結し、“お客様との共創”をコンセプトに、実ビジネスの
支援まで踏み込んだコンサルティングサービスを行っている。今回は、スマホア
プリを利用したバリアフリーの観点からさまざまな情報を提供。車いすの移動
経路検索・車いすで入店可能な店舗検索・障害者用の駐車場やトイレ検索など
が可能で、障害者など移動困難者の観光客の増大を促進した。

沖電気工業株式会社   https://www.oki.com/jp/
〒105-8460 東京都港区虎ノ門 1-7-12  Tel. 03-3501-3111（代）  
沖コンサルティングソリューションズ株式会社    http://www.okiconsulting.com/　
〒108-8551 東京都港区芝浦4-11-15 OKIビジネスセンター4号館4階   Tel.03-5445-6015／Fax.03-3452-7814

沖コンサルティングソリューションズ（株）では、伊勢神宮を訪れる移動困難者に向けて、歩行者移動支援サービスの構
築・運用を実施。バリアフリー情報をデータベース化して、スマートフォンから気軽に閲覧できるシステムを提供。

29
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背 景

日本の歴史を彷彿とさせ、多くの観光客を魅了する古都・奈良だが、冬場の観光客の誘致に関しては課題が残されていた。
そこで奈良県では照明分野に数々の実績を持つパナソニックシステムネットワークス (株)等に要望を出し、ライトアップシス
テムの構築を依頼することとなった。

奈良県新公会堂のライトアップ「なら瑠璃絵」
「なら瑠璃絵」のメイン会場となる奈良県新公会堂をはじめ、
奈良県庁前エントランスと大宮通りを美しく発光ダイオード
などでライトアップ。県庁前エントランスの遊歩道にある中
央の大きな樹木には、まるで大きなディスプレイのように各
イベントに合わせた光を放つ「シンプルあかり」を設置した。
プログラムごとにストーリー性のある演出やさまざまな光変
化を演出したのは、日本初の試み。「おもてなしあかり」では、
奈良に訪れた人々を美しい瑠璃絵に世界にいざなう演出を
行った。JR 奈良駅から朱雀門までの大宮通り沿いには、
2,400 メートルにわたって歩道の木々がライトアップされ、
奈良公園一帯は約 60万個の光の海で埋め尽くされた。

■パナソニックグループの総合力を結集
【総合コンサル・工程管理・システム提供・運用・保守】パナソニックシステムネットワークス（株）システムソリューション
ズジャパンカンパニー関西社
【デザインとシステム構築】パナソニック（株）エコソリューションズ社、パナソニックESエンジニアリング（株）

概 要

ライトアップシステム

パナソニックシステムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー関西社
＞導入先：奈良県新公会堂（奈良県まちづくり推進局奈良公園室、奈良県道路管理課）【奈良県】

奈良県から観光オフシーズンである冬場の観光客増加を図りたいとの要望を受け、
観光地のイメージアップにつながるライトアップシステムを提案。
奈良県新公会堂をはじめ、さまざまな奈良の観光拠点を美しくライトアップ。
「60万個の光の海」はマスコミにも注目され、ツイッターなどでも評判を呼んだ。

25

アピール
ポイント

●奈良県新公会堂の演出イメージ・コンセプトを継承し、コンサルティング、仮点灯・実証実験青行い、奈良県のライトアップ
に関わる関係者（なら燈火か会、なら瑠璃絵など）から高評価を得た。
●「60万個の光の海」はマスコミにも注目され、ツイッターなどの評判も上々。2012年の観光客37万1千人に対して、2013
年度は37万人だったが、最終日が雪で中止だったことを踏まえ、導入先からの評価は高かった。

パナソニック株式会社 支店総括 企画
〒105-8301東京都港区東新橋1-5-1 パナソニック東京汐留ビル  Tel.03-3574-5737／Fax.03-3574-5676

出典：http://rurie.jp/

光の回廊になる渡り廊下 期間中多くの方が来場された「なら瑠璃絵」 月光のような青白い光を織りなす木々のライトアップ
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地域・小規模校における教育でのICT利活用

富士通（株）＞導入先：徳島県三好市立下名小学校【徳島県】29

全校生徒27名の小規模な徳島県の下名（しもみょう）小学校は、教育現場にICTの利活用を進めている。
富士通（株）と（株）NTTドコモはこの取り組みに協力し、2014年から児童用に
タブレットPCやモバイル回線を提供し、授業でのICT利活用を実証している。

人口減少社会における学校教育対策として、政府はICT利活用を検討している。美しい自然に囲まれた徳島県三好市にある全
校生徒27名の下名小学校では、生徒の情報活用能力などの育成に向けてICT利活用を進めている。富士通（株）と（株）NTT
ドコモは、今後の少子化・過疎化の社会変化を先取りすると思われる下名小学校の取り組みに協力。平成26年6月から教育に
おけるICTの利活用について実証実験を開始している。

●児童用にタブレットPCやモバイル回線を提供し、
授業でICT利活用を実証。デジタルドリルや動画
コンテンツの利用、校外学習やプレゼンでの活
用、家庭学習での活用、連携校との多地点テレ
ビ会議、教育用SNSでの情報共有など、幅広い
活用を行っている。
●下名小学校は山間部に位置することから、これま
で都市部に比べてネットワーク環境が整っていな
かったが、恵まれない条件下でも教育現場で効果
的なICT利活用が行えることを、実践的に実証し
ようとしている。

背 景

概 要

●富士通（株）は「学びを通して一人ひとりが夢に挑戦できる未来を、教育に関わる人々とともに創っていく」ことを文教分
野のブランドプロミスとして、学習に適したタブレットPC、ネットワーク環境、教育用アプリケーション、校務支援システム
等、トータルにサポート。
●ネットワークを活用し、連携校や校外行事との情報交流を実施し、児童に多様な経験の場を提供。児童のコラボレーショ
ン、コミュニケーション能力の育成機会として、ICTを活用した協働学習やプレゼン等に貢献した。

アピール
ポイント

富士通株式会社　http://jp.fujitsu.com
富士通コンタクトライン　　0120-933-200  受付時間 9:00～17:30（土・日・祝日・当社指定の休業日を除く）

中川斉史氏

学校・校外・家庭での ICT 利活用

三好市立下名小学校教頭 中川斉史氏：長年にわたる教育

の ICT 利活用の実践経験を生かして、本実証を牽引した。

人
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学習情報活用ソリューション「知恵たま」で授業準備～授業～振り返りまでサポート











 Healthcare

地
域
医
療
の
現
場
を
支
援

「ヘルスケア」分野での IT・エレクトロニクスの活用では、
ビッグデータの利活用が
大きな革新をもたらすと期待されています。
さまざまな情報を組み合わせて分析することで、
予防医療や個別化医療（テーラーメード医療）が進み
国民の健康寿命の延伸への貢献が期待されます。
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 「環境やエネルギー」問題の解決に向けても、
私たちが協力できることが多数あります。
一般家庭やビル、工場、さまざまな社会インフラ、
そして地域全体に至るまで、ITを活用した
効率的で賢いエネルギー・マネジメント・システムの構築をはじめ、
再生可能エネルギー導入による創エネや蓄エネ技術、
高性能な省エネ機器の提供など、
需要と供給の両面から協力できると考えています。

Environment ＆ Environment ＆ Environment
Energy
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地域エネルギー管理システム

（株）東芝＞導入先 ： 石巻市【宮城県】54

東日本大震災最大の被災地である宮城県石巻市では、官民連携の復興事業としてITを活用した
「スマートコミュニティ導入促進事業」に取組むこととなった。
再生可能エネルギーを活用した「低炭素なエコタウン」と、災害時に「灯りと情報が途切れない
安心・安全なまちづくり」の実現を目指す。

官民連携の復興事業の「スマートコミュニティ導入促進事業」は、石巻市震災復興基本計画（2012年12月策定）の「重点
プロジェクト」の一つとして位置づけられている。産業の創造と雇用の創出を図り、世界の復興モデル都市として石巻市を復
興させることを目指す。この事業は、被災地復興にあたり、福島県・宮城県・岩手県を対象としたスマートコミュニティ構築を支
援するための補助金事業で、石巻市・東北電力（株）・（株）東芝の共同で実施する。

■ITを活用した「地域におけるエネルギーマネジメント」と
「安心・安全なまちづくり」
●防災拠点となるような公共施設に太陽光発電設備、蓄電池、
エネルギーマネジメントシステムを導入。太陽光発電による再生
可能エネルギーを最適に活用できるようエネルギー管理システム
を取り入れ、平時には「環境にやさしい低炭素なエコタウン」、
東日本大震災のような災害時には、太陽光発電設備と蓄電池
を活用することで「灯りと情報が途切れない安心安全なまちづく
り」をスマートコミュニティ導入促進事業として進めている。
●平成25年度より、公共施設の太陽光発電設備の発電状況や
蓄電池の蓄電残量などのエネルギー管理を各公共施設単位で
行っている。公共施設ごとのエネルギー情報はCEMSに集約さ
れ、地域でのエネルギーマネジメントを実施。この公共施設のエネ
ルギーマネジメントの取組みは、石巻市、（株）東芝の官民連携で
進めている。
●平成 25 年度は、防災拠点となる小中学校５校にエネルギーマ
ネジメントシステムを設置し、エネルギー情報の「見える化」を
実施した。

背 景

概 要

●公共施設ごとのエネルギー情報は「地域エネルギー管理システム
（CEMS）」に集約され、地域でのエネルギーマネジメントを実施。再
生可能エネルギーを活用した「低炭素なエコタウン」と、災害時に「灯
りと情報が途切れない安全・安心なまちづくり」の実現を目指す。
●分散する防災拠点に設置するエネルギー設備（太陽光発電・蓄電
池）の稼働状況やエネルギー情報を、遠隔で統合的・合理的に管理。
●エネルギー情報見える化により、市民や生徒の環境配慮への意識
が醸成され、省エネ行動の喚起ヘとつながる。

アピール
ポイント

株式会社 東芝 コミュニティ・ソリューション社 企画部　http://www.toshiba.co.jp/cs/index_j.htm
〒212-0013 神奈川県川崎市幸区堀川町 72 番地 34  Tel.044-331-0648 ／ Fax.044-548-9558
e-mail：https://www.webcom.toshiba.co.jp/cs/jp/form_j.php (※問い合わせはHPの記入フォームを使用してください )

人
株式会社東芝コミュニ
ティ・ソリューション社
　シンセシスセンターエ
ネルギーソリューション
開発部　参事 兼 東北復
興推進室 参事松井祥子氏

石巻プロジェクトリー
ダーとして、石巻市の復
興事業とスマートコミュ
ニティ事業の連携を進め
ている。

宮城県石巻市市長 
亀山 紘氏

復興モデル都市を
目指して、産学官
が連携した復興の
街づくりや、復興
へのＩＣＴを活用
した施策を進めて
いる。

（株）東 芝 コ ミ ュ ニ
ティ・ソリューション
社 技監 兼 東北復興推
進室　副室長・技術統
括責任者 田村邦夫氏

石巻スマートコミュニ
ティ導入促進事業のプ
ロジェクトマネージャ
として、環境に配慮し
た災害に強い街づくり
を推進する。

小
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ら
え
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う
教
室
、
職
員
室
の
近
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に

設
置
し
て
い
る
。

画面には、発電状況や蓄電残量、買電している電力量などその施設
のエネルギー情報が掲載されている。また、お知らせ画面を活用し
て教員が注意喚起を行っているほか、児童からのお知らせも掲載す
るなど、コミュニケーションツールとしても用いている。
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スマートシティ会津若松

富士通（株）、東北電力（株）、昭和リース（株）、富士電機（株）、会津若松市【福島県】55

福島県会津若松市では、情報通信技術や環境技術などを活用し、健康や福祉、教育、防災、さらにはエネルギー、
交通、環境という様々な分野での結びつきを深めながら、市民生活を効率化・高度化していく環境配慮型都市
「スマートシティ構想」に向けて、産官学連携による取り組みが推進されている。持続力と回復力のある
力強い地域社会、市民が安心して快適に生活できるまちづくりを目指す、復興に向けての一大プロジェクトである。

会津若松市の「スマートシティ会津若松」の取組みの一つに、会津若松市、富士通（株）、東北電力（株）、富士電機（株）（富
士グリーンパワー（株））、昭和リース（株）が着手している「会津若松地域スマートコミュニティ導入促進事業」がある。再生可
能エネルギーの普及を目指し、太陽光発電／蓄電池を導入、同時に地域の防災を強化し、雇用を促進。エネルギーコントロー
ルセンターを中核とした事業構築等を推進している。
また、富士通（株）では、植物工場「会津若松Akisaiやさい工場」を開設し、機能性野菜の開発と市場の創造、スマート農業
の開拓、次世代育成など、農商工医・教育機関等との連携により新たな価値を創造するオープンイノベーション拠点として 
「スマートシティ会津若松」への貢献を目指している。

●太陽光発電／蓄電池を使った地域の防災強化として、災害時
に電気自動車 (EV) を使い避難所へ電気を届ける仕組みを整備
（会津若松市、富士通）。
●雪国型メガソーラー発電所を構築・運営（昭和リース、富士グリー
ンパワー） 、エネルギーコントロールセンターを企画・構築（東北
電力、富士通）、地域での再生可能エネルギー発電状況の見え
る化、地域への情報サービス、家庭向けデマンドレスポンスサー
ビス等を提供。デマンドレスポンスサービスでは、お客様の節電状
況に応じて電子マネーに交換可能なポイントを付与（富士通）。
●植物工場での先進 ICT による新たなスマート農業を実現。これ
により、農業の先端産業化、東北の復興、食の安心・安全の
推進に貢献（富士通）。

背 景

概 要

●エネルギーコントロールセンターからのマネジメントを通じて、太陽光パネル、蓄電池、電気自動車を活用し、災害時最大
７２時間分の電力を確保。（太陽光発電／蓄電池を使った地域の防災強化）
●富士通は「ヒューマンセントリック・インテリジェントソサエティの実現」を掲げ、ICT の利活用によって人がより豊かに安
心して暮らせる社会づくりを目指している。社会の変革を支えるドライバーとして、スマートシティを積極的に推進している。

アピール
ポイント

富士通株式会社   http://jp.fujitsu.com/
（詳細はこちら） http://jp.fujitsu.com/about/csr/feature/2012/smartcity/
富士通コンタクトライン      0120-933-200   受付時間 ： 9：00～17：30（土・日・祝日・当社指定の休業日を除く）

多田尚人氏 今井幸治氏

富士通株式会社 スマートシティ・エネルギー推進本部 シニアエキスパート 多田
尚人氏：「会津若松地域スマートコミュニティ導入促進事業」の幹事会社プロジェ
クトマネージャーとして事業推進に貢献。
富士通ホーム＆オフィスサービス株式会社 特命顧問 今井幸治氏：「先端農業産
業化システム実証事業」のプロジェクトリーダーとして、会津若松 Akisai やさい工場
の短期立上げに貢献。
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都市ガスの安定供給を支える操作性を徹底追求した基地監視制御システム

アズビル（株）＞導入先 ： 九州ガス圧送（株）大牟田工場【熊本県】56

大牟田地区、熊本地区で消費される都市ガスの製造・供給を行う九州ガス圧送（株）大牟田工場では、
製造工程の監視・制御を担うシステムを構築。分かりやすさと使いやすさを徹底追及し、
経験の浅いオペレータでも無理なく監視・運転を行える環境を実現した。

西部ガス（株）の液化天然ガス（LNG）サテライト基地として設立された九州ガス圧送（株）大牟田工場では、都市ガスの製
造・供給を行う工場建築に向け、製造設備の建設と併せて、製造工程の監視・制御を担うシステムの構築を検討。アズビル
（株）とパートナーを組むことになった。

●大牟田工場における「基地監視制御システム」は、都市ガスの全製造工程の監視と制御を行う基地監視制御システム
のほか、遠隔供給監視システムも併せて構築。関連施設への供給状況を監視するとともに、ガス送出圧力や流量などの
状態を関連工場からも監視が可能。
●分かりやすさと使いやすさを徹底追及し、経験の浅いオペレータでも都市ガス製造設備の運転を無理なくこなす環境を実現。

背 景

概 要

●プロセス制御で培ってきた信頼ある制御・監視・データ処理技術により、自動化（コンピュータによる処理）と意思決定（人
による判断）のバランスがとれた協調オートメーション。
●システム全体に関わる情報を可視化・資産化することで、運用計画者、運転員、保守員、設計者の垣根を取り払い、人と人、
人と機械、生産現場とオフィスが協調したオートメーション
を実現。
●ライフラインを支える設備という観点から、いかに安定的
に操業を継続するかが重要なテーマ。導入したシステムは
製造工程全体を通じて設備の状態やプロセスの動きを管
理することができるようになった。そのためLNGプラントの
経験の浅いオペレータでも状況に応じた対応が稼働開始
時より安全にかつ、確実に行えている。
●今後、工場設備を拡張する際にも、現行の設備を安定
稼働させながら、スムーズに設備を拡張していくといった
難しい対応も実現可能と考える。

アピール
ポイント

アズビル株式会社 アドバンスオートメーションカンパニー 九州支社 営業１グループ　http://www.azbil.com/jp/
（詳細はこちら）http://www.azbil.com/jp/case/aac/nou_380/nou_380a.html
〒 802-0001福岡県北九州市小倉北区浅野3-8-1（AIMビル）　Tel.093-285－3531／ Fax.093-285-3525

導入先 ：九州ガス圧送株式会社 大牟田工場

協調オートメーション・システム

九州ガス圧送株式会社が属する西武ガスグループで採
用されている地震センサ（上）。
大牟田工場のLNGプラント内にも設置されており、中
央監視室にある地震センサ表示器（左）で地震発生の
状況が確認できる。

大牟田工場の敷地を取り囲むように設置されている
監視カメラ。カメラの映像は、中央監視室および警
備員室に設置されたモニタで常時監視されている。
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メガソーラー遠隔監視システム　　　　　　

大規模な太陽光発電設備であるメガソーラー発電所を保守・運営するにあたり、
効率的に監視するシステムが求められていた。

太陽光発電におけるメガソーラー発電所において、各所に点在するサイトを保
守・運営するにあたり効率的に監視するため IT・ネットワーク技術を活用し、
発電データを一括管理し遠隔で診断を行う。

●長年培った太陽光発電システムの遠隔監視ノウハウの活用による、安定的かつ効率的なメガソーラー監視を行っている。
●定期的な保安のためには資格保有者による現地での検査が必要なため、現地雇用の確保に繋がる。
●故障箇所の特定にかかる経費が軽減、現場での作業（外観点検、防草対策など）に運用費用を充てることができる。
●定期的な定量データの収集と分析・診断を行うことで、現場での対応が迅速に行える。
●安定した保守運営が可能であり、発電事業の誘致が容易となる。建設時の現地雇用の拡大につながる。
  （参考：2Mメガソーラー設置に係るのべ人員は2,500 人／ 6カ月）

シャープ（株）＞導入先：シャープ苫小牧第一太陽光発電所、
シャープ苫小牧第二太陽光発電所などメガソーラー発電所【北海道】

シャープ株式会社 市場開拓本部 クラウド事業推進センター スマートクラウド開発部
http://www.sharp.co.jp/business/mimamori/
〒105-0023 東京都港区芝浦1-2-3  シーバンスS館　Tel.03-5446-8082

57

メガソーラー発電所を効率的に監視するため IT・ネットワーク技術を活用

背 景

概 要

アピール
ポイント
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太陽光発電システム活用による自立型エネルギー供給体制の構築

自治体が中心となって東日本大震災の復興に向けた取り組みが進められている。東北地方の沿岸部は大津波と地盤沈下によって農地や
住宅地などの再活用が困難になっている。また、震災直後には電力をはじめエネルギーの供給が断たれ被災者の生活に大きな影響を与え
た。震災の被害を大きく受けた地域を中心に、再生可能エネルギーを活用した自立型、環境重視型の新しい産業で復興を図っていくことが
求められている。

HEMS、BEMS、FEMS、CEMSといった地域のエネルギー管理や、太陽光発電システムの導入、蓄電池の設置などにより、災害時にも電気
が使える自立型エネルギーの供給体制の実現をめざした復興プロジェクトが推進されている。各企業が被災地の復興を目的として太陽光発電
事業や地域事業に参画している。太陽光発電所で作られた電気は地域に供給され、エネルギー管理や自立型エネルギー供給体制の構築と
同時に地域活性化が図られている。復興事業の支援、雇用創出に向けた産業振興や社会インフラ整備に関するマスタープラン作りをはじめ、
再生可能エネルギーの発電や地域内エネルギー利用制御の運営・事業化など、具体化に関する検討が官民共同で進められている。

●被災地域への復興支援では、自立支援を狙いとし主に地域の基盤産業の復興や雇用
創造支援、地域外交流や被災地域への人の誘引支援、地域の住民の方のコミュニ
ティ再建支援、未来を担う人財の育成支援、地域における医療支援などなどが行われ
ている。
●太陽光発電設備の設置・運営に関連する雇用の創出や、太陽光発電所の補修・維持
といったメンテナンス事業の創出により地域雇用が拡大している。また電力売電収入
の地域への還流に加え、メガソーラーの電力を地産地消することで、経済を活性化する
動きが加速している。

背 景

概 要

アピール
ポイント

（株）東芝太陽光発電システム推進部
＞導入先 ： 地方自治体、一般社団法人等【東北地方の沿岸部（東日本大震災の被災地）】

株式会社東芝  http://www.toshiba.co.jp/
〒105-8001 東京都港区芝浦1-1-1（東芝ビルディング） Tel.03-3457-4511（代表）
株式会社東芝 社会インフラシステム社 太陽光発電システム推進部　http://www.toshiba.co.jp/sis/solar/
〒212-8585 神奈川県川崎市幸区堀川町72-34

58

太陽光発電システムの導入により、自立型・環境重視型エネルギーによる
新しい産業や、地域雇用の創出などにより復興を支援
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地産地消型需要家PPS向けシステム

鹿角市は、地熱発電、水力発電など市内に豊富な再生可能エネルギーを保有しており、この地域特性や市民意見を踏まえて「地域新エネ
ルギービジョン」を策定。東日本大震災を機にエネルギーの地産地消の実現への思いを強くし、地域電源を地域の活性化に最大限活用す
る為に「地産地消型需要家PPS（新電力会社）」について検討している。「地産地消型需要家PPS」が持続的に成立する為には代表
PPSの支援と合わせて、システム投資を抑えるために「地産地消型需要家PPS向け業務システム」を、クラウドサービスとして利用可能にす
ることが、事業成立性をより高めると考えた。そこで鹿角市は、平成26年度から三菱電機（株）、（株）F-Powerと共に実証事業に取り組んだ
（三菱電機は実証システムとして提供）。

●「地産地消型需要家PPS」は地域の実情に根ざしていることが強みで、需要家のデマンドレスポンスへの応答率向上や、地域
電源の利用率向上のモチベーションが期待できる。地域密着の運営（顧客管理、地域電源の発電状況監視、各需要家自身の
電力消費状況の把握や、地産地消比率の見える化など）を、「地産地消型需要家PPS向け業務システム」が提供する。

●「地産地消型需要家PPS」は、地域密着の強みを活かした運営に可能な限り特化し、それ以外のPPSとして必要な業務は代
表PPSの支援を得る。

●同社は電力会社向けに需給制御システム等多数の納入実績があり、需要家側
向け機器、システムも多数保有している。これらの知見をベースにITを活用し、地
産地消型需要家PPS向けシステムを本実証で検証し、横展開を目指す。

●経済産業省「平成26年度次世代エネルギー技術実証」に採択され、これから実
証事業の中で成果をまとめる。

背 景

概 要

アピール
ポイント

三菱電機（株）、（株）F-Power、鹿角市【秋田県】

三菱電機株式会社 営業本部 戦略事業開発室 スマートコミュニティプロジェクトグループ
〒100-8310 東京都千代田区丸の内 2-7-3  Tel.03-3218-4115

59

再生可能エネルギーによる電力自給率が極めて高い秋田県鹿角市は、
エネルギーの地産地消と地域電源活用による地域活性化に向けて、クラウドサービスを利用した
効率的な運営の「地産地消型需要家PPS向け業務システム」に取り組んでいる。
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寒冷地での電気式温水ヒートポンプの活用による路面融雪

三菱電機（株）＞導入先：寒冷地区の集合住宅・非居住施設の駐車場等　
　　【東北・北海道など寒冷地】　

60

電気式温水ヒートポンプによる路面融雪は安全性が高く、低コスト、手間もかからない。
冬場の寒冷地において高齢者でも安心して暮らせる地域づくりに貢献。

従来路面の融雪は、灯油等のボイラーで温水を作り、路面に循環させることで雪を融かしていた。近年、灯油の値上がりと
夜間に火を使うため安全性の懸念もあり、さらに高齢化が進み、雪かきの労力軽減要望が高まった。

ヒートポンプは、冷媒ガスが屋外の空気の
熱エネルギーをくみ取り、それを圧縮機で加
圧することで、冷媒を高温にして、熱交換
器で融雪用の温水を作る。エネルギーコスト
が抑えられ、灯油の補給などの手間が省け
る上、火を使用しないため安全性も高い。

・石油式ボイラーから三菱電機融雪用温水ヒートポンプ室外
機へ入れ替えし、路面の配管をそのまま流用。コストを抑えて、
自動で融雪する。

背 景

概 要

●北海道での導入例（以下はお客様コメントの要約）
「従来は２日で、石油タンクが空になるぐらい使用していたが、石油代が高騰したため、ボイラー使用を少なくし、雪か
きを実施していた。融雪業者に相談したところ、ヒートポンプ式の提案があり、その中で降雪センサーによる自動運転
や、電気代が得になることが気に入り採用した。導入した冬で、電気代は12月～2月の3ヵ月合計約3万円。雪はこれま
でよりゆっくり融けるが問題なく、コスト・融雪能力とも満足する結果となった」
上記事例にみられるとおり、電気式温水による路面融雪は、冬場の寒冷地において、より低いランニングコストでの車
輛の活用度向上、また高齢者でも安心して暮らせる地域づくりに貢献している。

アピール
ポイント

三菱電機株式会社 リビング・デジタルメディア事業本部 リビング・デジタルメディア業務部
〒100-8310 千代田区丸の内 2-7-3 Tel.03-3218-6989
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IT・エレクトロニクスの活用による「安心・安全」の確保では、
次世代インフラの構築や老朽化が進む
社会インフラの低コストで効率的な維持・管理、
急増する自然災害への対応などに、
これまで私たちが培ってきたセンシング技術や画像情報、
無線通信、クラウドコンピューティング、
ビッグデータ、ロボットなど
多様な技術の利活用が進められています。
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東松島市沿岸津波監視システム

パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー東北社
＞導入先 ： 東松島市【宮城県】

61

東日本大震災による津波で、市街地の約65％が浸水被害に遭った宮城県東松島市は、
「災害に強いまちづくり」を掲げ、災害に強い「沿岸津波監視カメラシステム」を整備した。
地震発生時等にリアルタイムに沿岸の状況を把握し、停電した場合でも３日間機能する。
平常時は釣り人や遊泳等の監視や、WiFiによる情報提供など、幅広い活用が検討されている。

東松島市の復興まちづくり計画では、「防災・減災による災害に強いまちづくり」が基本方針の一つとして掲げられ、防災
自立型都市を形成するための取り組みがされている。平成 23 年 12 月に、内閣総理大臣より国家戦略プロジェクトの一
つである「環境未来都市」として選定され、復興まちづくり計画の一環として、地震発生時等にリアルタイムに沿岸の状
況を把握する「沿岸津波監視カメラシステム」が先行モデル事業として整備された。

●「沿岸津波監視カメラシステム」は、商用電力や有線情報ネットワークが利用できない災害時でも、太陽光発電システムと
蓄電池により無線ネットワークを稼働する沿岸監視システム。
●海岸部に設置したネットワークカメラによるリアルタイムの映像を市役所の災害対策本部に無線で伝送。この無線システム
の核となるのが、動画データ用の「5G 無線リンク」、波高データなど特小データ転送に適した「920MHz」、そして「WiFi」と、
３つの無線ネットワークの送受信に対応した
マルチアクセスコンセントレータ。
●この電源を太陽電池パネルとリチウムイオ
ン蓄電池からなる電源自立も可能な創蓄連
携システムが供給する。
●今回は先行モデル事業として、大曲海岸、
浜市海岸、野蒜（のびる）海岸の３カ所
にカメラが設置され、実証実験の後に広域
への展開が計画されている。
●このシステムは災害時だけではなく、平常
時は釣り人や遊泳等の監視、WiFi による
情報提供など、幅広い活用が検討される。

背 景

概 要

●東日本大震災の津波で大きな災害を被った原因の一つとして、停電による防災無線や無線システムの機能停止が挙げら
れた。しかし「沿岸津波監視カメラシステム」は、電力自立システムにより停電時も無線監視システムが稼働。大津波発
生時に危険な海岸に職員を派遣することなく、停電した場合でも３日間機能する。
●カメラは暗視機能を持ち、野外設置機器は風雨・砂塵・塩害等の耐環境性能を有するなど、災害に強い監視システムとネッ
トワークを持ち合わせている。
●「５GHz 無線リンク」「Wi-Fi」「920MHz」特小が、オールインワンタイプのマルチアクセスコンセントレータで実現している。
●平常時は WiFi による情報伝達が行えるため、海水浴場に観光客が戻れば、観光情報提供などで産業復興にも寄与す
る事ができる。

アピール
ポイント

パナソニック株式会社 支店総括 企画
〒105-8301 東京都港区東新橋 1-5-1 パナソニック東京汐留ビル  Tel.03-3574-5737 ／ Fax.03-3574-5676

出典：パナソニック（株）ホームページ

沿岸津波監視システム（正面写真）

東松島市庁舎 大曲海岸に設置されたネットワ
ークカメラと電力自立システム

カメラ部分（拡大図）

市庁舎に設置されたアンテナ

防災課に設置されたPCで
映像確認が可能

海岸沿い設置（浜市海岸） 市庁舎屋上に設置された
監視カメラ
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敦賀市河川カメラ設置事業

パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズジャパンカンパニー北陸社
＞導入先 ： 嶺南ケーブルネットワーク（株）【福井県】

62

平成24年の台風による河川の氾濫危機をきっかけに、福井県敦賀市では監視用ネットワークカメラを設置。
CATVイントラネットを介してリアルタイムに河川の状況をモニタリングできるシステムを構築した。

平成 24 年 9 月の台風 15 号の大雨により、敦賀市内の河川が氾濫危機水位に達し、河川周辺住民 1,000 世帯、
2,600人に対し避難勧告が発令された。敦賀市では住民生命と安全確保のため河川監視整備を推進。敦賀市内をカバー
エリアとする嶺南ケーブルネットワーク（株）のインフラを活用し、自治体連携による監視用ネットワークカメラの設置を行った。

●本事業は敦賀市が防災上の観点から、笙（しょう）の
川、木の芽川及び井口川の河川水位を遠隔監視し、
緊急時の迅速な初動体制を図るため、①敦賀市衛生
処理場（笙の川、木の芽川合流点）、②市立敦賀病院
（笙の川）、③粟野保育園（井口川）の３か所に監視カ
メラを設置した。
●嶺南ケーブルネットワーク（株）の光ケーブル及び同軸
ケーブル網で構成するCATVイントラネットを介して敦
賀市防災センターより、リアルタイムに河川の状況をモ
ニタリングできるシステムを構築した。
●各箇所のカメラは、夜間の暗闇でも映像を受信できる
よう、赤外線照射が可能な赤外線LED投光器を使用
し24時間体制にて運用している。

背 景

概 要

●かねてより大雨時に氾濫の恐れがあった河川へ監視カメラを設置する事により、初期段階で判断ができ、防災センターの初
動がスムーズに行われている。
●さらに自治体とCATV会社が連携する事により、市民への情報発信に役立っており、防災の観点より安全性の確保が出来
た。
●今後は道路交通情報等の監視用としてカメラ増設を計画している。

アピール
ポイント

パナソニック株式会社 支店総括 企画
〒105-8301 東京都港区東新橋 1-5-1  パナソニック東京汐留ビル　Tel.03-3574-5737 ／ Fax.03-3574-5676

粟野保育園設置監視カメラ 敦賀市民病院設置監視カメラ 敦賀市民病院設置監視カメラ

赤外線LED投光器設置にて夜間監視も可能 防災センターにてリモート監視実施

防災センターにて
リモート監視実施
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盛岡市災害情報連携システム

日本アイ・ビー・エム（株）＞導入先：盛岡市役所【岩手県】66

「盛岡市災害情報連携システム」は、災害発生時に、被害情報、避難所情報、安否情報などを
一元的に収集・管理するシステム。鳥瞰的な「見える化」を実現し、災害対策本部での意思決定を
意思決定を迅速に行うことができる。

盛岡市では、東日本大震災の際に、全市に向けて災害情報を提供する仕組みがなく、情報提供の不足や遅れに対して、市
民から改善を求める声が寄せられていた。震災発生直後から情報共有を迅速に行えなかったことが反省点に挙げられていた。 
そこで庁内での災害関連情報の共有と市民への情報伝達との両方を実現することを目指して、日本アイ・ビー・エム（株）
と共同で「盛岡市災害情報連携システム」を構築した。

●「全国瞬時警報システム（J-ALERT）」
に加え、地方気象台などの既存の仕組
みや最新の情報収集端末を活用し、気
象情報、被害状況、安否情報、避難所
状況、道路災害情報、河川水位情報な
どを収集し、庁内で共有する。
●盛岡市が住民に伝達すべき避難指示・
避難勧告に関する情報をコミュニティー
FM や各携帯電話会社の緊急速報メー
ルなどのメディアに一括配信し、災害発
生時の迅速な対応を支援する。
●一元化された災害関連情報と地図情報を紐
付けし、鳥瞰的な「見える化」を実現し、災
害対策本部での意思決定をサポートする。

背 景

概 要

●市内の全ての被害状況、各課の対応状況が可視化されて表示されるため、有事の際の市内の状況を災害対策本部と現
場でリアルタイムに共有でき、迅速な意思決定が可能となる。
●特別な知識を持たない担当者でも、一つの仕組みから様々な情報配信先に情報を配信でき、避難指示・避難勧告等の
緊急情報を住民に迅速に伝達することが可能となる。

アピール
ポイント

日本アイ・ビー・エム株式会社　政策渉外
http://www-06.ibm.com/jp/press/2013/06/0301.html
（詳細はこちら）http://www-06.ibm.com/services/bcs/jp/industries/government/solutions/saigaitaiou-information-system.html
〒103-8510 東京都中央区日本橋箱崎町 19-21  Tel.050-3150-2798

対策本部や避難所概況が画面で
見ることができる（写真はダミー）
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タグ読み取りアンテナ

読み取りノード収納盤

背 景

北海道岩見沢市は、全国の地方自治体に先駆けて高度ICT基盤を整備し、教育・福祉・医療など幅広い分野における利
活用を進めている。全国で地域における児童の安全確保が喫緊の課題となっており、平成19年に総務省委託の地域児童
見守りシステムモデル事業の開発検証を実施。翌年より同支援システムの運用を開始した。

「街角見守りセンサーシステム」の導入により、「いつ、どこを、誰が通ったか」を児童別に一元管理できるようになった。
児童の登下校情報は小学校や児童館などから集め、登録した父母などの携帯電話に通知する。また、緊急通報などの一
斉連絡通信や地域のポータル機能も備え、父母・学校・地域・企業・町内会・防災ボランティア・行政がお互いに情報を
共有することもできる。本人確認は、防犯カメラの静止画像との連動で行い、より確実に地域の安全・安心を見守るシステ
ムとなっている。

概 要

パナソニック株式会社 支店総括 企画
〒105-0021 東京都港区東新橋1-5-1 パナソニック東京汐留ビル
Tel.03-3574-5737／Fax.03-3574-5676

街角見守りセンサーシステム

パナソニック システムネットワークス（株）システムソリューションズカンパニー北海道社
＞導入先：岩見沢市【北海道】

71

アピール
ポイント

●ランドセルなどに取り付ける電子タグは、ケースに収納することにより北海道の厳しい気候に影響されず、追突や落下など
によって破損しにくいものとなっている。これをランドセルに取り付けることで、登下校中の居場所を確認することができる。
●導入時は小学校低学年（小学１～２年生）を対象にスタートしたが、利用者からの意見（安心感が高まった９３％）を踏ま
え、段階的に対象学年を拡大した。（平成２６年度からは小学６年生まで）また、道内２自治体との共同利用を行うなど住民
ニーズに合わせたシステムとして社会実装が進められている。

ランドセルなどにつけた電子タグを通じて「いつ、どこを、誰が通ったか」を児童別に一元管理したり、
防犯カメラなどと連動し、地域児童の安心・安全を守る「街角見守りセンサーシステム」の開発・運用を行う。
住民同士の団結力も強まり“地域の絆づくり”の一助となり、ICT産業など地域経済の活性化にも貢献している。

出典：
◆ユビキタスネットワーキングフォーラムHP
http://www.ubiquitous-forum.jp/index2.html
◆パナソニック㈱資料　※松下電器産業・PSS社
◆総務省HPモデル事業事例集より
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